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１． 糸島市社会福祉協議会ケアプランセンターの概要 

（１） 事業者の指定番号およびサービス提供地域       

事 業 所 名 糸島市社会福祉協議会ケアプランセンター               

所 在 地 
福岡県糸島市潤一丁目２２番１号 

糸島市健康福祉センターあごら内 

介護保険指定番号 第４０７３５００７０６号 

サービスを提供す

る地域 
糸島市、福岡市西区 

 

（２） 事業所の職員体制 

職 種 職務内容 資格等 員数 

 管 理 者 
(主任介護支援専門員)                

所属職員の指導監督 

事業運営の総括 
介護福祉士 １名 

介護支援専門員 

介護相談の受付、申請

手続きの代行、サービ

スの紹介・調整、ケア

プラン作成、居宅サー

ビス事業者、介護保険

施設等との連絡調整 

 

看護師 

 

 

２名 

 

 

介護福祉士 

 

５名 

はり師・きゅ

う師 

柔道整復師 

１名 

合 計   ９名 

 

（３） 営業時間等 

月曜日～日曜日 ８時３０分～１７時１５分 

休  業  日 １２月２９日～翌年１月３日 
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（営業時間内電話）０９２－３２１－３１００ 

（営業時間外電話）０９０－７３８２－１００８ 

 

２． 利用料金 

（１） 利用料 

 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付される

ので自己負担はありません。 

※  法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき下記の利用料をお支払い

いただき、本センターからサービス提供証明書を発行いたします。このサービス

提供証明書を後日、糸島市の窓口に提出しますと、全額払い戻しを受けられます。 

 

【居宅介護支援費】 

要介護区分 基本報酬/月 

要介護１・２ １０，８６０円 

要介護３・４・５ １４，１１０円 

  

 

【加算料金】(各々の要件を満たした場合に算定） 

加算名 料金/月 要件(抜粋) 

特定事業所加算(Ⅱ) ４，２１０円 

 

・常勤の主任介護支援専門員を配置していること。 

・常勤の介護支援専門員を配置していること。 

・定期的な会議を開催していること。 

・２４時間連絡体制を確保していること。 

・計画的に研修を実施していること。 

・地域包括支援センターからの困難ケースを受託

していること。 

・ヤングケアラー、障害者、生活困窮者、

難病患者等、高齢者以外の対象者への支援

に関する知識等に関する事理検討会、研修

等に参加していること。  

・特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

・介護支援専門員1人当たり45名未満であること。 

・介護支援専門員実務研修における科目「ケアマ

ネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力ま

たは協力体制を確保していること。 
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・他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の

事例検討会・研究会等の実施。 

・必要に応じて多様な主体等が提供する生活支援

のサービス(インフォーマルサービスを含む)が包

括的に提供されるような居宅サービス計画を作成

していること。 

特定事業所医療介護連携加算 １，２５０円 ・特定事業所加算(Ⅰ～Ⅲ)のいずれかを取得し、

かつ、前々年度の 3 月から前年度の 2 月までの間

において退院・退所加算の算定に係る病院等との

連携の回数が合計３５回以上行うと共にターミナ

ルマネジメント加算を５回以上算定している。 

 

 

初回加算 ３，０００円 ・新規に居宅サービス計画を作成する場合。 

・要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サー

ビス計画を作成する場合。 

・要介護状態が２区分以上変更の場合に居宅サー

ビス計画を作成した場合。 

入院時情報連携加算(Ⅰ) ２，５００円 ・入院したその日、または入院以前に入院先に対

し必要な情報を提供している場合。※営業時間終

了後または営業日以外の日に入院した場合は入院

翌日を含む。 

入院時情報連携加算(Ⅱ) ２，０００円 ・入院した日の翌日または翌々日に必要な情報を

提供を行った場合。 

退院・退所加算 (Ⅰ)イ 4,500 円 

(Ⅰ)ロ 6,000 円 

(Ⅱ)イ 6,000 円 

(Ⅱ)ロ 7,500 円 

(Ⅲ)  9,000 円 

・入院等の期間中に病院等の職員と面談を行い必

要な情報を得るための連携を行い居宅サービス計

画の作成をした場合。 

(Ⅰ)イ 連携 1 回 

(Ⅰ)ロ 連携 1 回(カンファレンス参加による) 

(Ⅱ)イ 連携 2 回以上 

(Ⅱ)ロ 連携 2 回(内 1 回以上カンファレンス参

加) 

(Ⅲ)  連携3回以上(内1回以上カンファレンス

参加) 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２，０００円 ・病院等の求めにより、病院の医師又は看護師等

と共に居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必

要に応じて、居宅サービスの利用に関する調整を

行った場合。１月に２回を限度。 

通院時情報連携加算 ５００円 ・1 月に 1 回算定を限度。 

・利用者が医師または歯科医師の診察を受

ける際に同席し、医師等に利用者の心身の

状況や生活環境等の必要な情報提供を行

い、医師等から利用者に関する必要な情報

提供を受けた上で、居宅サービス計画に記

録した場合に算定する。  

 

※地域区分が糸島市では 6 級地に該当し、平成 27 年度介護報酬改定により、上乗せ割合が 6％となり、上記

金額に 10.42％を乗じて算定することになります。 
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３． 本センターの居宅介護支援事業（ケアプランサービス）の特徴 

  本センターを設置運営する社会福祉協議会は、公私の福祉関係機関、

団体、住民代表が協議を行い、住民福祉の向上を目的とした各種福祉

事業の実施、住民参加による小地域福祉活動の推進、ボランティア活

動の支援など、地域福祉の総合的推進機関としての役割を担ってきま

した。 

  介護保険下においても、要介護者それぞれの生活課題に即して、ホ

ームヘルパー、デイサービスなど介護保険サービスの利用調整を行う

とともに、配食サービス、移送サービス、介護用品給付サービスなど

市の一般福祉サービスを総合的に活用し、社会福祉協議会の特性を生

かした重層的な支援を関係機関と連携して行います。 

また、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービ

スの内容、利用料等の情報を公正中立に利用者及びその家族に提供し、

利用者にサービスの選択を求めます。 

 

４． 居宅介護支援の提供にあたっての留意事項 

(１)利用者は、介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業

者等を紹介するよう求めることや、居宅サービス計画に位置付けた指

定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求めることができます

ので、必要があれば遠慮なく申し出て下さい。 
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(２)病院などに入院した場合、退院後の在宅生活への円滑な移行の支

援等を行うため、早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありま

すので、病院等には担当する介護支援専門員の名前や連絡先を伝えて

ください。 

(３)前６ヵ月間に作成されたケアプランの総数のうち、訪問介護、(地

域密着型)通所介護、福祉用具貸与がそれぞれ位置付けられたケアプ

ランが占める割合と、前６ヵ月間に作成されたケアプランに位置付け

られた訪問介護、(地域密着型)通所介護、福祉用具貸与ごとの回数の

うち、同一事業者によって提供されたものが占める割合(上位３位ま

で)をわかりやすく説明します。 

(４)ケアプランサービスの提供方法および内容】 

① 利用者の相談を受ける場所： ご自宅及び本事業所の相談室 

② ケアプラン作成の手法：居宅サービス計画ガイドライン 

（全国社会福祉協議会が開発した手法です）         

③ サービス利用のために 

 事         項  有無    備  考 

介護支援専門員の 

変更 
有 

変更を希望される場合はお

申し出ください 

解約料 
無 

契約はいつでも解約するこ

とができます 

交通費 無 一切頂きません 

 



                                                6 

④ サービス利用の流れ  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お宅を訪問し状況把握 

必要なｻｰﾋﾞｽ等の検討 

お宅を訪問し状況把握 

必要なｻｰﾋﾞｽ等の検討 

ケアプランの原案の作成 

ご本人・ご家族へ 

サービス提供事業

者との連絡調整 サービスの 

利用開始 

ケアプランの作成 

 

利用者の同意 

必要に応じ 

見直し 

認定決定 
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５． ハラスメント防止 

  男女雇用機会均等法、労働施策総合推進法等におけるハラスメント

対策に関する事業者の責務を踏まえ、事業所におけるセクシャルハラス

メント、パワーハラスメント、妊娠、出産等に関するハラスメント、育

児休業等に関するハラスメント等のハラスメント対策に取り組みます。 

 サービス利用にあたって、事業所の従業者からハラスメントを受けた

場合は、いつでも相談を受け付け、プライバシー保護に留意し、必要な

対応を行います。 

 また、利用者又は家族からの事業所や従業者に対する暴言・暴力、嫌

がらせ、誹謗中傷などのハラスメント行為により、健全な信頼関係を築

くことが出来ないと判断した場合は、サービスの中止や契約を解除する

ことがあります。 

 

６． 感染症対策 

事業所においては、新型コロナウィルス感染症への対応をはじめ、感

染症予防及び蔓延防止のための方策を検討し、事業所全体で感染症予防

及び蔓延防止に努めます。 

感染リスクの高い三密を回避することや、マスクの着用、フィジカル

ディスタンスの徹底、手指消毒や換気の徹底等の基本的な感染予防策に

ついて、ご理解とご協力をお願いします。 
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事業所の従業者が感染症に罹患または恐れがある場合は、代替の介護

支援専門員が業務を代行する場合があります。また、利用者及びその家

族が感染症に罹患または恐れがある場合は、速やかに事業所へ連絡をお

願いします。 

また、事業所において感染症発生等に備えた業務継続計画の策定、研

修の受講を進め、対応力の向上を図ります。 

 

７． 掲示について 

（１） 居宅介護事業所の見やすい場所に、運営規定の概要、居宅介護 

職員等の勤務の体制その他の利用者申し込み者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項を掲示するものとします。 

（２） 前号に規定する重要事項を記載した書面を当該居宅介護事業 

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に閲覧させることによ

り、同行の規定による掲示に代えることとします。 

（３） 原則として、重要事項をウェブサイトに記載します。 
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８． 虐待防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げ 

るとおり必要な措置を講じます。 

① 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 管理者・髙橋和子 

虐待防止に関する責任者 介護福祉課長・江口幹彦 

② 成年後見制度の利用を支援します。 

③ 苦情解決体制を整備しています。 

④ 従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施して

います。 

 

９． 秘密保持と個人情報保護について  

① 利用者及びその家族に関する

秘密の保持について  

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人

情報の保護に関する法律」、「個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン」及び

「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守

し、適切な取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業

者」という。）は、サービス提供をする上で

知り得た利用者及びその家族の秘密を正当

な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス

提供契約が終了した後においても継続しま

す。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者

又はその家族の秘密を保持させるため、従業

者である期間及び従業者でなくなった後に

おいても、その秘密を保持するべき旨を、従

業者との雇用契約の内容とします。  
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② 個人情報の保護について  

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得な

い限り、サービス担当者会議や地域ケア会議

等において、利用者の個人情報を用いませ

ん。また、利用者の家族の個人情報について

も、予め文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議や地域ケア会議等で利用者の家

族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人

情報が含まれる記録物（紙によるものの他、

電磁的記録を含む。）については、管理者及

び法人が細心の注意をもって管理し、また処

分の際にも第三者への漏洩を防止するもの

とします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の

求めに応じてその内容を開示することとし、

開示の結果、情報の訂正、追加または削除を

求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利

用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行

うものとします。(開示に際して複写料など

が必要な場合は利用者の負担となります。)  

    

１０． 事故発生時、緊急時等の対応 

   介護支援専門員がサービス提供時間帯において、または緊急の 

連絡により、利用者の人身事故、病状の急変などを認めた場合は、 

  速やかに主治医・家族へ連絡し状況の報告を行うとともに、その 

指示に従い、受診援助など必要な措置を講じます。 

また、事故状況について保険者に報告します。 

    賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行い 

ます。 
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１１． サービス内容に関する相談・苦情の窓口 

（１） 当事業所におけるサービス利用等の相談及び苦情の受付 

サービスに対する苦情や意見、利用料の支払いや手続きなどサ

ービス利用に関する相談・利用者の記録情報開示の請求は以下

の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口責任者 ：  管理者  髙橋 和子 

○苦情解決責任者 ： 介護福祉課長 江口 幹彦 

○受付時間 ： 月曜日～日曜日 ８：３０～１７：１５ 

○電話番号 ：０９２－３２１－３１００ 

また、苦情受付ボックスを事務所に設置しています。 

 

（２）第三者委員による相談 

本事業所では、苦情解決事務処理規程に基づく第三者委員を

選任し、公平、公正、中立の立場から本事業所のサービスに対

するご意見などをいただいています。 

利用者は、本事業所への苦情やご意見を第三者委員に相談す

ることもできます。 

 

氏名 役職 電話番号 

市丸 健太郎 弁護士 836-6226 

牧 洋   人権擁護委員 090-3986-3706 

相田 成子 元・民生児童委員 327-0829 
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（３）行政機関その他苦情受付機関 

糸島市役所 

介護高齢者支援課 

所在地  糸島市前原西一丁目 1番 1号 

電話番号／323-1111 ＦＡＸ／321-1139 

受付時間 午前 8時 30分～午後 5時 15分 

福岡市西区役所    

福祉・介護保険課 

所在地  福岡市西区姪浜町 957番地の 10 

電話番号／881-2131 ＦＡＸ／881-5874 

受付時間 午前 8時 45分～午後 5時 15分 

福岡県国民健康保険 

団体連合会 

所在地  福岡市博多区吉塚本町 13-47 

電話番号／642-7859 ＦＡＸ／642-7857 

受付時間 午前 8時 30分～午後 5時 
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   年   月   日 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書

面にもとづいて重要な事項を説明しました。 

                   事業者 

                    所在地   福岡県糸島市潤一丁目２２番１号 

                              糸島市健康福祉センターあごら内 

                    名  称   糸島市社会福祉協議会 

ケアプランセンター     印                                        

                    説明者    氏名                       印                     

                                

私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援について

の重要事項の説明を受けました。 

                      利用者 

                       住  所      

氏 名                         印 

 

             代理人 

（このサービス利用における判断を本人に代わって行う人）  

                        住  所 

             氏 名             印 


